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指定障害福祉サービス事業者の指定に係る都道府県から市町村への通知、及び、当該通知を求

める際に必要な周知に関する根拠法令（令和６年８月１日現在） 

 

 

●障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号） 

 

（指定障害福祉サービス事業者の指定） 

第三十六条 第二十九条第一項の指定障害福祉サービス事業者の指定は、主務省令で定めるところにより、障害福

祉サービス事業を行う者の申請により、障害福祉サービスの種類及び障害福祉サービス事業を行う事業所（以下

この款において「サービス事業所」という。）ごとに行う。 

２～４ 略 

５ 都道府県知事は、特定障害福祉サービスにつき第一項の申請があった場合において、当該都道府県又は当該申

請に係るサービス事業所の所在地を含む区域（第八十九条第二項第二号の規定により都道府県が定める区域をい

う。）における当該申請に係る種類ごとの指定障害福祉サービスの量が、同条第一項の規定により当該都道府県

が定める都道府県障害福祉計画において定める当該都道府県若しくは当該区域の当該指定障害福祉サービスの必

要な量に既に達しているか、又は当該申請に係る事業者の指定によってこれを超えることになると認めるとき、

その他の当該都道府県障害福祉計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、第二十九条第一項の指

定をしないことができる。 

６ 関係市町村長は、主務省令で定めるところにより、都道府県知事に対し、第二十九条第一項の指定障害福祉サ

ービス事業者の指定について、当該指定をしようとするときは、あらかじめ、当該関係市町村長にその旨を通知

するよう求めることができる。この場合において、当該都道府県知事は、その求めに応じなければならない。 

７ 関係市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、主務省令で定めるところにより、第二十九条第一項

の指定障害福祉サービス事業者の指定に関し、都道府県知事に対し、当該関係市町村の第八十八条第一項に規定

する市町村障害福祉計画との調整を図る見地からの意見を申し出ることができる。 

８ 都道府県知事は、前項の意見を勘案し、第二十九条第一項の指定障害福祉サービス事業者の指定を行うに当た

って、当該事業の適正な運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。 

（指定一般相談支援事業者の指定） 

第五十一条の十九 第五十一条の十四第一項の指定一般相談支援事業者の指定は、主務省令で定めるところによ

り、一般相談支援事業を行う者の申請により、地域相談支援の種類及び一般相談支援事業を行う事業所（以下こ

の款において「一般相談支援事業所」という。）ごとに行う。 

２ 第三十六条第三項（第四号、第十号及び第十三号を除く。）及び第六項から第八項までの規定は、第五十一条

の十四第一項の指定一般相談支援事業者の指定について準用する。この場合において、第三十六条第三項第一号

中「都道府県の条例で定める者」とあるのは、「法人」と読み替えるほか、必要な技術的読替えは、政令で定め

る。 

 

 

●障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成18年省令第19号） 
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（法第三十六条第六項の規定による通知の求めの方法等） 

第三十四条の二十一の二 市町村長は、法第三十六条第六項（法第四十一条第四項において準用する場合を含む。

第三項において同じ。）の規定による通知を求める際は、当該通知の対象となる障害福祉サービスの種類、区域

及び期間その他当該通知を行うために必要な事項を都道府県知事に伝達しなければならない。 

２ 市町村長は、前項の伝達をしたときは、公報又は広報紙への掲載、インターネットの利用その他の適切な方法

により周知しなければならない。 

３ 法第三十六条第六項の規定による通知は、次に掲げる事項について行うものとする。 

一 事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するときは、当該

事務所を含む。）の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日（法第四十一条第一項の更新の場合にあっては、当該更新の予定年

月日） 

四 利用者の推定数（療養介護、生活介護、短期入所（併設事業所において行うものに限る。）、自立訓練（機

能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労定着支援、自

立生活援助又は共同生活援助に係る指定障害福祉サービス事業者の指定又はその更新の場合に限る。） 

五 運営規程（事業の目的及び運営の方針、従業者の職種、員数及び職務の内容、営業日及び営業時間、利用定

員並びに通常の事業の実施地域に係る部分に限る。） 

 

 

○児童福祉法（昭和22年法律第164号） 

 

〔指定障害児通所支援事業者の指定〕 

第二十一条の五の十五 第二十一条の五の三第一項の指定は、内閣府令で定めるところにより、障害児通所支援事

業を行う者の申請により、障害児通所支援の種類及び障害児通所支援事業を行う事業所（以下「障害児通所支援

事業所」という。）ごとに行う。 

②～④ 略 

⑤ 都道府県知事は、特定障害児通所支援につき第一項の申請があつた場合において、当該都道府県又は当該申請

に係る障害児通所支援事業所の所在地を含む区域（第三十三条の二十二第二項第二号の規定により都道府県が定

める区域をいう。）における当該申請に係る種類ごとの指定通所支援の量が、同条第一項の規定により当該都道

府県が定める都道府県障害児福祉計画において定める当該都道府県若しくは当該区域の当該指定通所支援の必要

な量に既に達しているか、又は当該申請に係る事業者の指定によつてこれを超えることになると認めるとき、そ

の他の当該都道府県障害児福祉計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、第二十一条の五の三第

一項の指定をしないことができる。 

⑥ 関係市町村長は、内閣府令で定めるところにより、都道府県知事に対し、第二十一条の五の三第一項の指定に

ついて、当該指定をしようとするときは、あらかじめ、当該関係市町村長にその旨を通知するよう求めることが

できる。この場合において、当該都道府県知事は、その求めに応じなければならない。 
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⑦ 関係市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、内閣府令で定めるところにより、第二十一条の五の

三第一項の指定に関し、都道府県知事に対し、当該関係市町村の第三十三条の二十第一項に規定する市町村障害

児福祉計画との調整を図る見地からの意見を申し出ることができる。 

⑧ 都道府県知事は、前項の意見を勘案し、第二十一条の五の三第一項の指定を行うに当たつて、当該事業の適正

な運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。 

 

 

○児童福祉法施行規則（昭和23年省令第11号） 

 

〔法第二十一条の五の十五第六項の規定による通知〕 

第十八条の三十四の二 市町村長は、法第二十一条の五の十五第六項（法第二十一条の五の十六第四項において準

用する場合を含む。第三項において同じ。）の規定による通知を求める際は、当該通知の対象となる障害児通所

支援の種類、区域及び期間その他当該通知を行うために必要な事項を都道府県知事に伝達しなければならない。 

② 市町村長は、前項の伝達をしたときは、公報又は広報紙への掲載、インターネットの利用その他の適切な方法

により周知しなければならない。 

③ 法第二十一条の五の十五第六項の規定による通知は、次に掲げる事項について行うものとする。 

一 事業所（児童発達支援（肢体不自由のある児童に対して治療を行うものを除く。）、放課後等デイサービス、

居宅訪問型児童発達支援又は保育所等訪問支援に係る指定障害児通所支援事業者の指定の申請に係る事業所につ

いては、当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するときは、当該事務

所を含む。）の名称及び所在地 

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日（法第二十一条の十六第一項の更新の場合にあつては、当該更新の予

定年月日） 

四 利用者の推定数（児童発達支援又は放課後等デイサービスに係る指定障害児通所支援事業者の指定又はその更

新の場合に限る。） 

五 運営規程（事業の目的及び運営の方針、従業者の職種、員数及び職務の内容、営業日及び営業時間、利用定員

並びに通常の事業の実施地域に係る部分に限る。） 


